
大阪府内市町村（以下、「府内市町村」という。）

においては、歳入総額に対する税収割合が約４割を

占め、市町村税が重要な自主財源となっている。そ

の収入額については、平成１６年度以降増加していた

ものの平成２０年の世界的な不況の影響により、平成

２１年度においては税源移譲前の水準に落ち込んでい

る。また、府内市町村の市町村税の徴収率について

は図１のとおりであり、平成１５年度以降平成１９年度

までは上昇していたものの、平成２０年度以降低下に

転じ、平成２１年度の徴収率は９４.２％となっており、

市町村税の収入確保が市町村にとって喫緊の課題と

なっている。

一方、各市町村においては、総務省が示した「地

方公共団体における行政改革の推進のための新たな

指針（新地方行革指針）」（平成１７年３月２９日付け総務

事務次官通知）に基づいた集中改革プランを策定す

るなどして、定員管理の適正化のために職員数の削

減を行ってきた。府内市町村における一般行政部門

職員数は平成２２年度に４３,１１３人となり、平成１７年度

と比較し７,２２４人減少している。また、税務部門に

おける職員数は平成２２年度において３,０９９人となっ

ており、平成１７年度と比べ６２８人減少している。図

２に一般行政部門職員数の推移、図３に税務部門職

員数の推移を示した。

このように市町村における職員数が減少している

現状を考えると、自主財源の収入確保や徴収率の向

上のためには、組織としていかに効率よく市町村税

を徴収するかが課題となる。そこで、近年多くの市

１．はじめに
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図１　市町村税の徴収率の推移

図２　一般行政部門職員数の推移 図３　税務部門職員数の推移



町村で導入が進められている民間委託の手法につい

て紹介するとともに、徴収率の向上という課題に対

する手立てを考察するものである。

なお、文中意見にわたる部分については、私見で

あることを予めお断りしておく。

市町村における税務事務は、税を賦課する課税事

務と税を徴収する徴収事務に大きく分類することが

できる。それぞれの事務について、現在、導入が進

められている民間委託の状況は次のとおりである。

（１）課税事務における民間委託

課税事務における民間委託は、徴収事務に比べ従

来から積極的に実施されてきたといえる。例えば、

納税通知書の作成・封入・発送や各種税務電算シス

テムの開発・維持管理、固定資産の評価に関する補

助業務が挙げられる。総務省自治税務局が行った

「地方税の収納・徴収対策等にかかる調査」の結果に

よると、平成２２年７月１日現在で納税通知書の作成

については１,７５０市区町村中１,０１２市区町村が実施、

電算システムの開発・維持管理については、１,５１１

市区町村が実施しているとされており、これらの課

税事務においては民間委託が浸透していることがう

かがえる。

（２）徴収事務における民間委託

徴収事務においては、公売対象となる財産の鑑定

業務やインターネットオークションなど公売に関す

る業務について一定の民間委託が進められているが、

滞納者に対する財産調査や滞納処分など守秘義務や

公権力の行使にかかわる事務が多く、公売関連事務

などを除いて積極的に民間委託されてこなかった。

しかし、生活環境の時代的変化に伴う納税環境の

整備を目的として、平成１５年度税制改正において地

方自治法施行令が改正され、これまで認められてい

なかった地方税のコンビニエンスストア（以下「コ

ンビニ」という。）での納付が可能となった。続い

て、平成１７年には規制改革・民間開放推進３カ年計

画が閣議決定されるとともに、「地方税の徴収に係る

合理化・効率化の推進に関する留意事項について」

（平成１７年４月１日付け総務省自治税務局企画課長通

知（以下、「平成１７年課長通知」という。））により、

徴収に関する民間への業務委託の推進について、公

権力の行使に当たらない業務や公売・差押え・督

促・立入調査などの公権力の行使に関連する補助的

な業務については、民間委託することが可能である

との見解が示された。さらに、「地方税の徴収対策の

一層の推進に係る留意事項等について」（平成１９年３

月２７日付け同課長通知（以下、「平成１９年課長通知」

という。））では、地方税の徴収対策の一層の推進を

目的とした民間委託の代表的な事例が示されたとこ

ろである。以下に、平成１７年課長通知において民間

委託することが可能とされた業務の例及び平成１９年

課長通知において代表的な事例とされたものについ

て記載する。

○「地方税の徴収に係る合理化・効率化の推進に

関する留意事項について」（平成１７年４月１日付

け総税企第８０号総務省自治税務局企画課長通知）

において民間委託が可能とされている業務の例

（１）公権力の行使に当たらない業務について

の民間委託の例

・滞納者に対する電話による自主納付の呼び

かけ業務　

・コンビニエンスストアによる収納業務

（２）徴税吏員が行う公権力の行使（公売・差

押え・督促・立入調査など）に関連する補

助的な業務についての民間委託の例

・インターネットオークションによる入札関

係業務

・不動産公売情報の配布・広報宣伝業務

・公売対象となる美術品等の見積価額算出の

ための鑑定業務

・差押動産（自動車、美術品、ワイン等）の

専門業者による移送・保管業務

・納税通知書・督促状等の印刷・作成・封入

等の業務

・調査で収集した軽油の性状分析業務

２．地方税における民間委託の現状
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○「地方税の徴収対策の一層の推進に係る留意事

項等について」（平成１９年３月２７日付け総税企第

５５号総務省自治税務局企画課長通知）におい

て、徴収に関する業務で民間事業者の活用とし

ての代表的な事例とされているもの

（１）滞納者に対する納税の慫慂
しょうよう

行為

ア）催告状・督促状等の印刷・作成・封入

等の業務

イ）電話による自主的納付の呼びかけ業務

ウ）臨戸訪問による自主的納付の呼びかけ

業務

（２）収納手法の多様化

ア）コンビニエンスストアにおける収納

イ）マルチペイメントネットワークによる

収納

ウ）クレジットカードを利用した納付

（３）差押・公売関連業務

平成１９年課長通知において示された民間事業者の

活用の代表的な事例を個別に分析すると、次のとお

りである。なお、（１）ア）催告状・督促状等の印

刷・作成・封入等の業務及び（３）差押・公売関連

業務については、多くの市町村において既に民間委

託が進められていることから、ここでの説明は省く

ものとする。

（１）滞納者に対する納税の慫慂行為

①電話による自主的納付の呼びかけ業務

電話による自主的納付の呼びかけ業務について、

平成１９年課長通知によれば、滞納者に対して地方

税を滞納している事実、滞納税額等を伝え、自主

的納付を呼びかけることや、納付意思や納付予定

時期を確認すること等は、法令上徴収職員に限定

する規定はないため民間委託することが可能とさ

れている。一方で、滞納者の財産状況を把握する

ための質問は、国税徴収法第１４１条に規定する質問

検査権の行使にあたるため、民間委託することは

できないとされている。

なお、受託者に対しては、納税者の税務情報を

取り扱うことから、個人情報の保護について適切

な処置を行う必要があるとされている。

②臨戸訪問による自主的納付の呼びかけ業務

臨戸訪問による自主的納付の呼びかけ業務は、

電話によるものとは異なり、実際に滞納者の自宅

等を訪問し、納付の勧奨を行うものである。その

業務内容は電話によるものと同様、法令上徴収職

員に限定する規定のない納付意思の確認や納付予

定時期を確認すること等については可能とされて

いる。

臨戸訪問による自主的納付の呼びかけ業務にお

いても、電話によるものと同様、個人情報の取扱

いが問題点となるが、他の民間委託の手法と異な

り個人情報を庁舎外へ持ち出すことが必要となる。

業務効率を上げるために訪問数を増加させれば、

その分持ち出す個人情報の量は増加し、情報漏え

いに係る危険性も増加することになるため、適切

な措置が必要となる。

（２）納付機会の拡大

①コンビニにおける収納

金融機関の週休２日制の導入や夫婦共働き世帯

の増加、都市活動の２４時間化などの社会的変化が

進展するにつれて、納税者の利便性の向上を図る

必要性が高まり、収納窓口の拡大を目的として平

成１５年度税制改正において、新たに地方自治法施

行令第１５８条の２が規定され、一定の基準を満たす

私人に対して地方税の収納事務を委託することが

可能となった。また、委託する者についての一定

の基準については、各地方公共団体において状況

が異なるため、具体的にはそれぞれの市町村の規

則に委ねられた。

コンビニにおける収納委託の導入にあたり課題

として挙げられるものとしては、初期費用として

のシステム導入費用が高額であることや収納代行

会社へ支払う使用料の発生、他の収納方法と比べ

て高額な取扱手数料の問題がある。また、（１）と

同様に納付データに含まれる個人情報の保護が問

題とされており、現在コンビニにおける収納委託

３．民間委託の事例
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を行っている市町村では、取り扱う個人情報を最

小限とするなどして一定のリスクの軽減を行って

いるが、納税者に関する情報が集積することに着

目すると、引き続き個人情報の保護に対する取組

を行っていく必要があると考えられる。

②マルチペイメントネットワークによる収納

マルチペイメントネットワークによる収納とは、

公共料金を収納する企業や官公庁等の収納機関と

金融機関とを結ぶ電子決済のためのネットワーク

（マルチペイメントネットワーク）を利用して、税

金や公共料金、各種料金などの支払いを行うもの

であり、通称ペイジー（ｐａｙ-ｅａｓｙ）と呼ばれてい

る。例えば、パソコンを利用したインターネット

バンキングや携帯電話を利用したモバイルバンキ

ング、ペイジー対応のＡＴＭなどを利用すること

により、金融機関の窓口に行くことなく納付する

ことを可能としている。

マルチペイメントネットワークによる収納（以

下「ペイジー収納」という。）における問題点とし

ては、コンビニ収納と同様、導入に係る初期費用

が高額であることや導入後の運用費用として月額

利用料が必要となることや個人情報の保護の問題、

納付環境の整備の状況としてペイジー収納に対応

することができる金融機関のＡＴＭの設置台数が

少ないことなどが挙げられる。

③クレジットカードを利用した納付

地方税におけるクレジットカードを利用した納

付（以下「クレジット納付」という。）について

は、「クレジットカードを利用した地方税の納付に

ついて」（平成１８年３月１３日付総務省自治税務局企

画課長通知）において、地方税法第２０条の６に規

定する第三者納付による納付が可能であることが

明確にされ、また、平成１８年度地方自治法の一部

改正によって、クレジット納付の手続きが納期限

前になされれば、実際の決済日が納期限後であっ

たとしても納期限内に納付したとみなされる取扱

いとされたところである。

ただし、クレジットカード取引における決済の

仕組みとしては、立替払い方式と債権譲渡方式が

あるが、債権譲渡方式による決済は地方税の徴収

が公権力の行使にあたるため不適当とされており、

前述のクレジット納付に係る総務省通知において

も、立替払い方式による納付に限って導入が可能

であるとされている。

クレジット納付における問題点も基本的にはコ

ンビニ収納やペイジー収納と同様、個人情報の保

護、納付データの処理にかかるシステム費用やそ

の維持管理、更新等の追加費用によるコストの増
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加があり、さらにクレジット納付では取扱手数料

を定率とした場合、手数料負担が高額になるとい

った問題が挙げられる。

次に、現在、民間委託を導入している市町村にお

ける状況については、表１のとおりである。平成２２

年７月１日現在において、コンビニ収納は４８６市区

町村が実施しており、ペイジー収納及びクレジット

納付を実施している市区町村はそれぞれ２５市区町村

となっている。また、電話による自主的納付の呼び

かけ業務については１１０市区町村、臨戸訪問による

自主的納付の呼びかけ業務については１１市区町村で

実施している。図４、図５に示しているように、府

内市町村及び全国市区町村においては、平成１８年度

以降特にコンビニ収納及び電話による自主的納付の

呼びかけ業務について導入している市区町村が増加

していることがわかる。

これまでは、民間委託の事例について述べてきた

が、民間委託を導入することによるメリットについ

て整理を行う。

（１）行政サービスの拡充

コンビニ収納やペイジー収納、クレジット納付は、

今まで地方税を納めるための場所が金融機関に限ら

れていた納税者の納付機会を拡大し、納税環境の整

備に資するものである。休日・夜間を問わずいつで

も納付することが可能となり、金融機関の窓口営業

時間内に納付することが困難であった納税者の利便

性が向上する。

しかし、ペイジー収納やクレジット納付について

は、対応できる金融機関が少ないことや費用負担の

問題などがあり、現時点では積極的に導入されてい

ない状況である。将来的には、電子申告がさらに広

く一般に行われるなどネットワーク上での納税情報

のやり取りが増加していくにつれて、ネットワーク

上で手続きを行うことが可能なこれらの収納方法の

導入を検討する必要性が高まっていくと考えられる。

（２）滞納繰越額の削減

電話や臨戸訪問による自主的納付の呼びかけ業務

は、納税者へ直接納付勧奨を行うことができるため、

納税意識を高め徴収率の向上を図ることができ、そ

の結果、現年度課税分の翌年度への繰越額を減少さ

せることが期待できる。また、民間委託することに

より時間的制約がなくなることから、休日、夜間な

どの閉庁時間中に業務を実施するなど、納税者のラ

イフスタイルに合わせた柔軟な対応が可能となり、

納付勧奨の機会が増加するものと考えられる。

さらに、初期段階における滞納繰越案件の対策と

して、電話による自主的納付の呼びかけ業務などの

民間委託を実施することによって、徴収職員を財産

調査や滞納処分等の公権力の行使にかかる業務に集

中的に配置することができ、効率的な滞納整理が可

能となると考えられる。

また、クレジット納付については、納税者が納税

５．民間委託による効果

４．徴収事務における民間委託の導入実績
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図４　府内市町村の導入実績

図５　全国市区町村の導入実績



資金を持ち歩かなくても納付ができ、手元に納税資

金がなくてもクレジット決済が可能である点や立替

払いにより第三者納付を行うために市町村において

は滞納及びその後の徴収事務が発生しないという利

点があるものの、（１）でも触れたように導入に至る

課題は多いと考える。

（３）事務の効率化

市町村税が金融機関で納付された場合、納付情報

は納付（納入）済通知書として紙ベースで市町村に

送付され、その納付情報を電算上の情報として取り

込むためには入力作業を行う必要がある。ここで、

３．（２）で述べたような納付機会の拡大に係る民間

委託を実施することにより、納付情報が電子データ

として市町村に送られることとなり、入力作業にか

かる事務負担が軽減される。これにより、今まで入

力作業に必要とされていた人員について、滞納整理

などの業務に振り替えることが可能となる。

これまで、平成１７年課長通知または平成１９年課長

通知等の内容に基づき民間委託が進められている事

例について述べてきたが、これら民間委託の活用を

図りながら徴収率を向上させるための具体的な方策

について考察する。

（１）現年課税分徴収率の向上

①徴収率と調定済額に占める現年課税分調定済額

の割合の関係

徴収率の向上を考察するにあたり、大阪府内市

町村の平成２１年度徴収率と調定済額に占める現年

課税分調定済額の割合の関係を図６に示した。そ

の傾向を見てみると、徴収率の高い市町村は現年

課税分調定済額の割合が高く、逆に徴収率の低い

市町村は現年度分調定済額の割合が低くなってい

る。このことから、徴収率を向上させるためには、

現年課税分調定済額の割合を上げること、すなわ

ち、現年課税分徴収率の向上を図り翌年度への滞

納繰越額を減少させることが有効であると考えら

れる。

②現年課税分徴収率を向上させることによる効果

の検証

①において、徴収率を向上させるためには、現

年課税分徴収率を向上させることが有効であると

考えられることを述べたが、ここでは、現年課税

分徴収率を向上させることによって得られる効果

について検証する。大阪府内の市（政令市を除く。）

における平成２１年度の調定済額、収納済額、不納

欠損額の平均額を用いて、翌年度以降の現年課税

分徴収率を０.５％向上させたと仮定した場合の徴収

率の推移を図７に、翌年度への滞納繰越額の推移

を図８に示した。

以上のように、現年課税分徴収率を０.５％向上さ

せることによって、現状の徴収方法を継続しその

まま徴収率が推移した場合と比較し、５年後には

合計徴収率が１.１％向上し、滞納繰越額は約２割

削減できることとなる。

③民間委託活用の有効性

①②において、現年課税分の徴収率を向上させ

ることで、合計徴収率の向上が見込めることにつ

いて述べたが、市町村においては、職員数の削減

によるマンパワーの不足も見受けられており、現

年課税分の滞納に対して、納税催告や事後の納付

確認、滞納処分など十分に対応出来ていない状況

であると考えられる。

そこで、「５．民間委託による効果」でも触れた

６．徴収率を向上させるための方策の考察
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図６　徴収率と現年課税分調定済額の割合の関係



が民間委託の手法の中でも、納税者への直接的な

納付勧奨が可能な「自主的納付の呼びかけ業務」

が有効であると考えられる。これらについて民間

委託した場合には、現年課税分の滞納者に対して

受託者が集中的に納税の呼びかけを実施するため、

短期間に多くの滞納者に連絡することが可能とな

る。その結果、完納となる者や一定期間内に納付

が見込まれる者、納付の意思があるものの納付が

困難な者、納付の意思がない者など滞納者の状況

を早期に把握することができるため、その後の滞

納整理の参考となり、徴収率の向上が期待できる

ものと考えられる。また、あわせてコンビニ収納

などの納付機会の拡大にかかる民間委託を実施す

ることにより、常時納付が可能となる環境を整え

れば、滞納の減少に寄与するものと思われる。

（２）滞納繰越分徴収率の向上

（１）では現年課税分の徴収率向上について述べ

てきたが、これにあわせて滞納繰越分の徴収率を向

上させることも必要である。

民間委託の業務について、納税者への直接的な納

付勧奨が可能な「自主的納付の呼びかけ業務」以外

にも、公権力の行使に該当しない事務として分割納

付にかかる納付状況の確認なども委託することが可

能である。これらの事務については、多くの手間を

要し、徴収職員が滞納整理に集中的に取り組むこと

を妨げる要因の一つとなっている。これを民間委託

することにより滞納者の状況の整理が一定可能とな

り、滞納整理の効率化が可能となる。

また、民間委託を導入することによって、これら

の業務に割りあてていた人員を滞納整理の業務に割

りあてることができ、より迅速な納税資力の調査や
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図７　現年課税分徴収率の向上による徴収率の推移

図８　翌年度への滞納繰越額の推移



滞納整理事案の適切な見極めが可能となり、差押え

や滞納処分の執行停止などの滞納整理事務の推進が

図られる。そのためには、滞納整理における専門的

な知識やノウハウを蓄積している徴収事務経験者を

重点的に配置することが必要であると考えられる。

しかしながら市町村のなかには短期的な人事異動が

繰り返されていることから、組織として専門的な知

識やノウハウの蓄積を図ることができていない市町

村も見受けられる。そのような市町村においては、

例えば専門的な知識やノウハウを有する国税ＯＢな

どを活用するなどして徴収体制を強化していくこと

も検討する必要がある。

本稿において徴収事務における民間委託の状況や

地方税の徴収率の向上について検討を行ってきたが、

近年導入が進められている民間委託については、他

の市町村で導入しているから横並び的に導入を検討

するといった理由のみでは、成果を挙げることは困

難である。徴収率の向上を達成するためには、あわ

せて業務内容の見直し、徴収体制の整備も見据えた

総合的な観点から行うことが必要である。

現在の市町村においては、職員数の恒常的な不足

により、催告文書の送付や収納金の消込業務など、

徴収職員が民間委託の可能な事務に従事しているこ

とも多くあると考えられる。それぞれの市町村に最

も適した徴収体制を構築していくためには、従前の

業務内容を十分に分析し、さらなる効率化を図って

いく必要があり、平成１９年課長通知において代表的

な事例とされた民間委託の手法は、その効率化を図

る上での一つの手段であると考えられる。これらの

手段の活用を契機にして、徴収職員とそれ以外の職

員の役割の明確化を図り、公権力の行使に該当しな

い事務については徴収職員以外のものや民間委託の

導入により実施し、徴収職員は本来すべき公権力の

行使に該当する滞納処分等に集中的に取り組む環境

を整え、全般的な業務の見直し、組織の底上げを図

っていくことが重要である。

時代の先後を問わず、徴収事務の原点にあるもの

は公平、公正な徴収の実現である。徴収職員が滞納

整理の原点を再認識し適切な徴収事務を執行するこ

とにより、徴収率の向上の達成につながり、納税者

から信頼される税務行政の運営が可能となると考え

る。
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